　　　平成２１年度　農地・水・環境保全向上対策に係る
支援交付金交付事務スケジュールについて
共同活動支援交付金及び営農活動支援交付金の交付を受けるに際し、必要な交付事務に係る留意事項を次のとおり定めましたのでお知らせします。
また、営農活動支援においては別紙１「営農活動支援に係る留意事項」も併せて確認してください。
　なお、採択変更承認申請及び採択変更届けの扱いについては、後日、ご案内致します。
１　留意していただく事項について
（１）事務の効率化や手続の目安となるように、事前審査から概算払いまでの流れを別紙２「平成２１年度支援交付金交付事務スケジュール（共同活動支援・営農活動支援）」において各期毎に①～⑨まで日付を含めて整理しました。
また、各期の交付事務における対象活動組織（H２０からの継続地区・H２１新規地区）の区分を○印で示していますので留意願います。
（２）本スケジュールでは、例えば平成２１年度新規採択地区に係る事務手続きは、第２期において、①４月６日まで採択申請書（案）の提出があった地区については、⑨５月２８日には支援交付金概算払いを行うことが可能になるという流れを示しています。
　　　なお、各手続きの期日を過ぎた場合は、基本的には次回の期にて処理されることとなりますので留意願います。
（３）各事務手続における締切り日の設定は最短期間を想定しています。また、平成２１年度新規採択地区においては、③採択申請書の提出の前提として各期日までに必ず①及び②の過程を了していることが必要となり、採択申請書の最終提出日は第４期（６月３０日）となっていますので留意願います。
２　別紙２「平成２１年度支援交付金交付事務スケジュール」に係わる詳細説明
申請書類等は、業務方法書及び書類の書き方簡易マニュアルを参照のうえ、必ず市町村を経由し提出するよう留意願います。
①平成２１年度新規地区に係る採択申請書（案）の事前提出
○平成２１年度新規採択申請に先立ち、効率的に事務手続きを行うために地域協議会では、採択申請書（案）の事前審査を行います。
○留意点
・関係市町村においては、市町村基本方針の作成に当たっては関係支庁にご相談のうえ、基本方針内容が活動計画に盛り込まれるよう活動組織に対し指導を行ってください。
・事前審査資料は道庁（支庁）との事前打ち合わせ内容を踏まえた採択申請書（案）（規約・協定書（写）・活動計画書）を、市町村単位で取りまとめ書面にて提出してください。
なお、市町村におかれましては、提出方法について支庁にご相談ください。
・協定農用地面積、交付対象農用地面積は、極力確定した上で申請するものとします。ただし、実測が伴うなどやむを得ず概数にて申請する地区については、採択後において、後日通知する詳細取扱いにより採択変更の手続を行ってください。
②平成２１年度新規地区に係る採択申請書（案）の訂正箇所等の通知
○事前審査を行った結果、訂正を要する箇所があった場合には市町村単位でとりまとめて随時通知します。
③平成２１年度新規地区に係る採択申請書の提出
○正式な採択申請手続きであるため、市町村は予算議決の状況などから自らの負担分を支払う判断をしていただいた上で、申請を促していただきます。
（申請の際に議決されていることを条件としているものではありません。）
○留意点
・協定書の協定終了年度は平成２５年度、交付金交付年数は３年間となりますので、活動組織構成員への周知をお願いします。
・平成２１年度の最終採択申請期限は、第４期（６月３０日）となりますので、必ず期限厳守にて提出をお願いします。
④平成２１年度新規地区に係る採択通知書の発送
○採択決定通知は、市町村を経由して通知します。
⑤交付金交付申請書の提出
○交付金交付申請として遅滞なく申請していただきます。
○留意点
・申請金額は、採択申請の１年分の金額に相当する額を記載してください。
・平成１９年度及び平成２０年度採択地区においては、第１期（４月６日）又は第２期（４月３０日）までに提出してください。
なお、共同活動支援の継続地区においては、参考資料として平成２１年度分の「支援交付金使途表」の添付をお願いします。
・平成２１年度採択地区においては、採択申請書と同時に提出することもできます。
⑥交付決定に係る指令書の通知　
○交付金交付決定指令書として、速やかに通知します。
○留意点
・交付決定額は交付決定通知を発送する段階の割当内示額（国費・道費）及び市町村負担額の全額（以下、「割当内示額」という。）をもって行います。
・交付決定額は、国や道の予算執行の都合により、一部保留することがありますが、この場合は道協議会で整理できた段階で随時増額変更を行いますので、活動組織に新たな申請事務を求めることはありません。
⑥市町村負担金の請求
○概算払日に活動組織へ交付する支援交付金のうち市町村負担金相当分を徴収します。
○留意点
・市町村負担分については、負担金として請求書により請求できる場合を想定しています。市町村負担分が補助金等で別途手続が必要な場合にあっては、個別協議としますので、要領等を速やかに道協議会に示してください。
・市町村における支出可能時期と支出可能額を決定して頂いたうえで、別途事前聞き取りを行います。
・全額予算議決がされていても、最終的な面積等の精査で交付金額が変更となる可能性があるため、原則、１割分を保留して請求を行います。残りの１割の納入時期等については、後日、通知します。
・請求を受けた負担金については、⑧概算払決定通知書の発送日までに必ず納入してください。
⑦概算払申請書の提出
○概算払申請として遅滞なく申請していただきます。
○留意点
・事前に道協議会支援交付金会計の予算内における概算払可能額等を示しますので、当該金額等により申請してください。
なお、最終的な面積等の精査で交付金額が変更となる可能性があるため、各段階において割当内示額の各１割分を保留することとします。各段階の残りの１割の交付については、後日行う面積の確定調査で確定の報告がなされた活動組織に行います。
　・活動組織の口座名はカタカナで正確に記入してください。
⑧概算払決定通知書の発送
○概算払決定額を速やかに通知するとともに、同日付けで交付金の交付手続きを開始します。
○留意点
・金融機関の営業日の都合で概算払いの手続きに一週間程度必要となります。
⑧市町村負担金の納入期日
○概算払日に活動組織へ概算払する支援交付金のうち市町村が支払可能な市町村負担分を徴収します。
○留意点
・市町村負担金については、この日付までに納入されていないと次の期にて処理されることとなります。特に⑥市町村負担金の第１期の請求との期間が切迫しているので留意願います。
⑨支援交付金概算払い
○支援交付金を各活動組織会計口座に振り込みます。
議題（２）－①
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